18　セクハラ・パワハラに関する規定
第〇条（セクシュアルハラスメント・パワーハラスメント等）

１．従業員は、勤務時間中職場の内外を問わず、次に定めるセクシュアルハラスメントに該当する行為をしてはならない。

(1)　他の従業員に対する性的言動や返答に窮するような性的な言動

(2)　他の従業員に対し性的関係の要求や執拗に交際をせまること

(3)　職場の内外を問わず、わいせつ文書・図画・ポスターの提示、掲示

(4)　他の従業員に対し、むやみに身体に触れること

(5)　他の従業員に対し不快な思いをさせる身体の注視

(6)　その他セクシュアルハラスメント行為と疑念を抱かせる一切の行為

２．従業員は、他の従業員に対しパワーハラスメントに該当するような以下の言動をしてはならない。

(1)　本人の意志ではどうにも変えることができないようなことについて誹謗中傷し、名誉・人格・尊厳を傷つけること

(2)　暴行、脅迫、侮辱、暴言を吐いたり、机を叩く等高圧的な態度で接すること

(3)　客観的に達成不可能な目標を設定したり、過大な要求を強要すること

(4)　客観的に見て業務上明らかに必要のない指示命令をしたり、意味もなく隔離、無視、仲間外しをすること

(5)　業務上の合理性もなく能力や経験とかけ離れた程度の低い業務を命じたり、正当な理由もなく能力を低く評価するような言動を行うこと

(6)　正当な理由がないにもかかわらず仕事を妨害したり、仕事を与えないこと

(7)　プライバシーについて過度に立ち入ること

(8)　その他パワーハラスメント行為と疑念を抱かせる一切の行為

３．他の従業員に対して本条第１項及び第２項以外の「いじめ、嫌がらせ」に該当するような行為をしてはならない。

４．会社は本条第１項より第３項までの行為が行われないように研修・教育を徹底する。

５．被害者に限ることなく従業員は、本条第１項より第３項までの行為があった場合、総務部に設置した「ハラスメント相談窓口」に申し出ることができる。会社は当該申し出に関し、被害者の人権、プライバシーに配慮したうえで関係者に事情聴取等の調査を行い必要な措置を講ずることとし、関係者は当該調査に積極的に協力しなければならない。

６．会社は管理職を含む従業員が、本条第１項より第３項までに該当する行為があったと認めた場合、その従業員に対して就業規則第〇条に定める懲戒処分を行う。
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